
議 案 第 ２５ 号 

 

地方公務員法等の改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定 

について 

 

地方公務員法等の改正に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のように定

める。 

令和元年９月２日提出 

 

松戸市長 本郷谷 健 次 

 

 

提  案  理  由 

 

地方公務員法及び地方自治法の改正に伴い、会計年度任用職員に関する規定

を整備するため。 

 



地方公務員法等の改正に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（松戸市職員定数条例の一部改正） 

第１条 松戸市職員定数条例（昭和２４年松戸市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「臨時的任用の者を除く」を「常時勤務する者に限る」に改め

る。  

（職員の分限に関する手続および効果に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の分限に関する手続および効果に関する条例（昭和２６年松戸市

条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

第３条に次の１項を加える。 

６ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第３項の規

定の適用については、同項中「２年を超えない範囲内」とあるのは「法第

２２条の２第２項の規定に基づき任命権者が定める任期の範囲内」とす

る。 

（職員の懲戒の手続および効果に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の懲戒の手続および効果に関する条例（昭和２６年松戸市条例第

４０号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「合計額」の次に「（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員

にあつては、松戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令

和元年松戸市条例第    号）第２０条第４項に規定する基準月額）」を加え

る。 

（松戸市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例の一部改正） 

第４条 松戸市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例（昭和４３年松

戸市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第１２条の見出し中「非常勤職員等」を「非常勤職員」に改め、同条中

「及び臨時職員」を削り、「市長の定める基準に従い、任命権者が」を「規

則で」に改める。 



（松戸市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第５条 松戸市職員の育児休業等に関する条例（平成４年松戸市条例第１９

号）の一部を次のように改正する。 

第５条の３第２項中「している職員」の次に「（地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。）」を

加える。 

第６条中「した職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定

する会計年度任用職員を除く。）」を加える。 

第８条中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削る。 

（松戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第６条 松戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年松戸

市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「占める職員」の次に「及び法第２２条の２第１項第２号に掲げ

る職員」を加える。 

（特別職の職員の給与及び費用弁償の支給に関する条例の一部改正） 

第７条 特別職の職員の給与及び費用弁償の支給に関する条例（昭和３１年松

戸市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

附則第４項の前の見出し、同項及び附則第５項を削る。 

別表２中「松戸市放置自動車等審査会」を「松戸市放置自動車等審査会委

員」に改める。 

（松戸市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第８条 松戸市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年松戸市条例第２

９号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「職員で」の次に「、法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員」を加える。 

第９条を次のように改める。 

第９条 削除 

（松戸市職員の旅費に関する条例の一部改正） 



第９条 松戸市職員の旅費に関する条例（昭和３５年松戸市条例第１７号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「市長、副市長、教育長、常勤監査委員」を「法第２２条

の２第１項第２号に掲げる職員並びに市長、副市長、教育長及び常勤監査委

員」に改める。 

（松戸市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第１０条 松戸市職員退職手当支給条例（昭和２８年松戸市条例第１３号）の

一部を次のように改正する。 

第１条第１項中「規定する職員」の次に「であつて常時勤務に服すること

を要する者」を加え、「及び松戸市一般職の任期付職員の採用及び給与の特

例に関する条例（平成２３年松戸市条例第２号）第４条の規定により採用さ

れた者」及び「又は死亡」を削り、同条第２項中「職員以外」を「常時勤務

に服することを要する者以外」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員について

は、この限りでない。 

第１条第３項を次のように改める。 

３ この条例の規定による退職手当は、職員が退職した場合に、その者（死

亡による退職の場合には、その遺族）に支給する。 

第５条の８第２項中「職員については」及び「いい、第１条第２項に規定

する者についてはこの基本給月額に準じて別に定める額を」を削る。 

附則第１２項中「及び同項に規定する第１条第２項に規定する者に係る基

本給月額に含まれる俸給月額に相当するものとして別に定めるもの」を削

り、附則第１３項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に

改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 


